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1　はじめに

事業は、何らかの財、サービスを販売することにより収益を得ます。そのための重要なこととして、きちんとした商品やサービスを作り、それをお客様に届かせることができる仕組みがある、ということは、言うまでもありません。
今回は、医療連携支援サービスの開発を行っている経営革新計画を紹介することで、それを説明したいと思います。

2　事例企業のプロフィールと承認テーマ
株式会社メディネット（以下、当社）は、平成22年にIT（情報通信）事業を行う会社として設立されました。

当社の代表取締役会長である山本和成氏は、別の分野の事業を行っていたのですが、多角化の一環として、当社を立ち上げました。そして、経営コンサルタント会社に勤務していた前平秀志氏を招聘して、代表取締役社長として、新会社の事業を任せました。
いずれにせよ、会長も社長もスタート時は、IT事業に精通していたわけではありません。そのため、技術者を確保し、事業を行います。確保した技術者は、テレビモニター等、電子的な表示機器を使って情報を発信するデジタルサイネージが得意でしたから、当社の事業領域は、IT事業でもこの分野から出発することになりました。

さて、デジタルサイネージが事業与件となりましたから、当社は、分野を問わず、電子看板やモニターに映し出されるコンテンツの作成に取り掛かります。いくつかの業種のデジタルサイネージを手がけましたが、最終的には、医療機関向けに当社の顧客は収斂します
。
医療機関がメインになったのは、いわば、必然です。なぜならば、デジタルサイネージという広告は、対象者が内容を見てくれる必要があり、そこにじっとしている状況が必要だからです。病院の場合、診察等を「待つ」という時間が生じるため、デジタルサイネージを広めるには、理想的な環境でした。
当社の主なマーケットである病院のデジタルサイネージは、屋内モニターが映し出す、病院情報や治療方法の説明の表示が中心です。つまり、自院に訪れている患者向けで、自院の紹介の内容がほとんどでした。そんな中、当社は、変わった内容の相談を受けます。それは、自院にて、他院の紹介をしてほしいというものでした。

これは、地域中核病院と地域の開業医等とが得意分野や強みを持ち寄り、すみわけを行うことで、患者にきめ細かい医療サービスを行うといった取り組みに沿ったものです。ただ、地域医療連携といっても、「ここにこんな病院があります」、という案内だけでは、事業価値はありませんから、当社は、工夫を凝らし、医療機関や患者にとって、いいものを提供することにします。具体的には、患者状況や住所から、その患者に最適な開業医等を中核病院が示すというものです。
このように、患者の利便につながるだけでなく、地域中核病院の効率化にも寄与できる医療連携支援サービスの開発（以下、新サービス）は、平成25年10月に経営革新計画の承認を受けました。この新サービスは、現在、メディマップという名称で当社からリリースされ、約10院で採用されています。

3　経営革新計画からの示唆

さて、当社の革新計画が上手くいっている要因を考えてみましょう。前平社長は、「いやぁ、まだまだ」と謙遜されていましたが、事例ですので、その要因を分析してみたいと思います。
まず、きちんとしたサービスを作るということです。新サービスの使用者は、窓口業務の担当者と患者です。患者は、自身の症状等にそって通院できる病院をわかりやすく示してほしいニーズがあります。窓口担当者は、少ない入力情報で適切な医院を紹介できることがポイントです。下図表は、それを示したものです。基本的には、患者の住所とフリーワードに病名や処方薬等を入力すると、候補病院が地図に、プロットされます。つまり、使い勝手のいいサービスの開発に、力を入れたことが一つ目のポイントです
。

次に、利用者に新サービスを届かせる仕組みを作っていることです。当社は、直接ユーザーに販売する方式を採用しています
。具体的には、地域連携に力を入れている医院の責任者に当社が開催するセミナー等に来場を促し、そこで新サービスを説明し、その有益性を理解してもらい、受注につなげています。
それに際しては、地域連携に興味を持ち、受注が期待できる医院の選定、勉強会に来てもらう講師の人選や場所の選定は、すべて当社が独力で行っています。多くの汗をかいていますが、自社サービスがその利用者に確実に届くようにしていることがこの事業の成功の2つめのポイントになっています。
このように、きちんとサービスを開発し、それに加えて、きちんと売る努力をしていることに、当社の成功要因があるのです。
4　結びに

当社では、このように順調に新事業が立ち上がっています。前平代表取締役に残された課題を問うと、販売の強化を挙げていました。多くの医院で採用されると、それが実績となり、サービス品質を暗示するためであり、いわゆる好循環を促すからです。そのため、当社は、近畿圏だけでなく、中部・関東方面にも進出することでその課題の解決を企図しています。
最後になりましたが、本事例の掲載に当たり、ご教示いただきました当社代表取締役社長前平秀志様に対し、この場を借りて厚くお礼を申し上げます。
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�　例えば遊技場の場合、屋外客を呼び込む必要があるため、人目を引くような派手なものが望まれます。当社のような静かに文字が流れるようなタイプとは、望まれるサービスの質が異なります。


�　公開データや病院独自のデータを持ち寄り、それをシステムに反映させる情報の取捨選択が新サービスのポイントです。それについて、地域中核病院の医療関係者に多くのヒアリングを行い、開発をしています（平成27年12月3日、前平代表取締役に対するインタビュー）。


�　代理店による販売の場合、「ポータルサイトで医院名や地図が示されれば、新サービスと同じ機能では、と言われると、それでひっこんでしまう」としています（同上）。つまり、当社の思いを反映させてセールス活動をするとは限らないことを理解した上での行動です。
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